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基底的位相における「関係の絶対性」と「自立」

予備的考察

一一一第 6次LPRによせて一一‘
工藤秀明
親切な人，良心的な人，何の罪もない子どもたちだってたくさんいる
はずだ。それでもこの世界貿易の中心に出入りする人々のすべてに対し
て……「陰惨なまでの心理的憎悪感」を抱いてしまうのは，その圧倒的
な軍事力と貨幣経済の力によって遠隔的に収奪され支配されている……
関係の客観性の中で，この都市の繁栄と幸福を少しでも共有するもの，
それを支えているもののすべてに対して，一人一人の自由な意思による
善意とか思想の内容とは関わりなしに，絶対的な敵対の関係が成立して
しまっているからだ……。
ピン・ラデインのテロリズムも，ブッシュ大統領のテロリズムも， <関
係の絶対性〉という視点が加担するときに，このように正当化されてし
まう……o • 
「関係の絶対性jという事実が……最も困難な現実問題の基底にありつ
づけているということを，認識の出発点とするほかはない・
関係の絶対性を強いる構造の総体を，総体として捉えて解体し，転回
する思想が確立されないかぎり， i自由な社会Jというものが，自由な社
会として生きつづける仕方はないということを， 2001年の事件は明るみ
に出してしまった。……
このような国や地域の民衆の自立のために日本やアメリカの高度の情 
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報化/消費化社会の内部の人聞がなしうることは， (当面の様々 な「援助」
は有効であるとしても)根本的には，わたしたちの社会自身が自立する
こと，外部の諸社会，諸地域を収奪し，汚染することのないような仕方
で，自由と幸福の持続可能なシステムを構想することでしかないはずで
す。
(見田宗介『社会学入門一一人間と社会の未来』より。中略を示す点線
と傍点は全て引用者)
序 UNCSDの検討諸指標 
1992年 6月にリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議 
(UNCED)は，会議の中心理念「持続可能な開発Jを21世紀に向けて
具体的に実現していくための行動綱領『アジェンダ2Hを採択した (UN 
[1992J) i1 .社会的・経済的諸次元JiI.開発資源の保全・管理J0 
irn.主要諸集団の役割の強化J iw.実施手段」の全4部から成るこ
の文書は， その最終第40章で これら多方面にわたる施策の実施状況や
理念具体化の進捗度合を把握するために 適切な「諸指標Jを開発し普
及する必要性を強調していた。会議の合意事項の実現努力を追跡評価し
促進すべく，翌1993年に国連経済社会理事会の機能委員会として設置さ
れた「持続可能な開発委員会J(United Nations Commission on Sustain-
able Development: UNCSD)にとっても， したがってそのような「指
標」の開発が枢要な任務のーっとなった。 
1995年のCSD第三次会合で承認されたそのための作業計画に従い，以
降，国連内外の諸機関や研究者の協力によって多様な指標の検討作業が
進められた。そして2001年のCSD第 9次会合には，経済・社会・環境等
の多次元にわたる諸指標を関連づけ集成する 「統合指標J(Aggregated 
Indicator)を創案するために 下記の 9つの指標(括弧内はそれを開
発した機関ないし個人)を検討した報告書 (BackgroundDocuments. Pa-
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per NO. 2)が提出された (UN(2001J)。 
① City Development Index (国連人間居住計画， Habitat) 
② Living Planet Index (世界自然保護基金， WWF International) 
③ Human Development Report Indices (国連開発計画UNDP) 
④ 	System Assessment Method (国連食糧農業機関FAOと世界自
然モニタリングセンターWCMC) 
⑤ The Ecological Footprint (M. ワケナゲルおよびW. リース) 
⑥	 Genuine Progress Indicator and Index of Sustainable Economic 
Welfare (進歩の再定義RPおよびH.デイリー) 
⑦ Policy Performance Indices (欧州委員会統計局Eurostat) 
③	 Pilot Environmental Sustainability Index (イエール大学環境法・
政策センターYCELP) 
⑨ 	The Sustainability Dashboard (国際自然保護連合，持続可能な
発展に関する指標協議グループ (GSDI，IUCN) 1) 
このうち②LivingPlanet Index (LPI:生命惑星指数または生きてい
る地球指数)は，前記1992年のUNCEDで「生物多様性条約」が採択さ
れたにもかかわらず，それ以降も依然，生物種の減少傾向が続く中で，
それに危機感を募らせたWWFが，自然生態系の健全性を示す生物多様
性の地域的・地球的な変容を 具体的データの裏付けをもって明らかに
しようと開発したものである。そしてそれを世界に広く報せる目的で 
1998年からLiving Planet Report (: LPR r生命惑星報告書j)の刊行が
開始された。そこにはそのLPIの変化の様子と併せて，そうした変化を
もたらす人類による自然生態系への負荷の状態を，様々な資源の消費量
や汚染量で示そうと，農林水産物等の消費量やセメント・肥料等の使用 
1)これらを含む諸指標の国際的な研究・開発動向について包括的に分析したも
のとして牧野 (2003)が，また⑥に焦点を絞りその政策への適用可能性も含
めて検討したものとして中野・吉川 (2006)が，それぞれ有益である。 
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量のデータが掲載された。これら生態系への負荷を示すデータは，その
後ワケナゲルたちの協力のもとに上掲⑤の「エコロジカル・フットプリ
ント J(EF)で代替されるようになり， 2000年に刊行される第 3次LPR
からはその数値が掲載され始めた。
ところが2006年刊行の第 6次LPRでは，さらにそれに加えて，そのよ
うなEFを伴いながら実現されている人聞社会の達成・成果=人間開発
を，上掲③のHDR (r人間開発報告書j)の諸指標の中でも最も代表的
な指標である「人間開発指数J(HDI)で表示する試みが新たに行なわ
れている2)。
第6次LPRにおける諸指標のこのような関連づけ・対照の試みは， 
UNCSDが創案を提起した先の「統合指標Jとはあるいは性格が異なる
ものであるかもしれない。しかしここ数次のLPRにおいて展開されてき
た一連の試行には，われわれが従来長く自明とし当然のように考えてき
た視座・視覚・視界の反省と転回を誘うような諸契機が苧まれているよ
うに思われる。本稿では第 6次LPRに即しつつ そこに潜勢する可能性
を探索するための若干の予備的考察を試み覚え書きしておきたい。
第 1節 LPIが示唆する「生命惑星Jの現況 
( 1 ) 三生種の衰勢
第6次LPRにおけるLPIは，陸生の脊椎動物695種，海生のそれ274種，
淡水性のそれ344種，合計1313種について，世界各地域の3600余りの個
体群の調査を基礎として算出されたものである。つまり三生種それぞれ
の増減傾向を1970年を 1とした指数で個別に表現し，それら三種の「個
別指数jを平均して得られたものであって (WWF[2006J p. 4)，それ 
2) 2002年刊行の第4次LPR (WWF (2002)) p. 19で言及されてはいたが，それ
を諸国・諸地域に関してEF等と総体的に対照させる試みはこの第 6次LPRが
最初である。 
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自体が一個の「統合指数J(Aggregated lndex)といえるものである (ibid. 
p.2)。一般に脊椎動物はどの地域においても食物連鎖で代表される生
態系ピラミッドの比較的上層に位置するであろうから，数百万から数千
万種にのぼると推定されている地球上の生物種全体からすればごく一部
のわずかな種数にすぎないとはいえ，それらの種の個体数の増減は，各
地域および地球全体の生物多様性がどのような状態になっているかを
「象徴jし，生態系全体の「健康状態を反映jしている (ibid.)と考え
られるのである。
この報告書では地球表面が14の陸生生物群系 (Biomes)と8つの生
物地理学的領域 (BiogeographicRealms)に分類されているが，それら
全体としての生物多様性の状態を象徴し生態系の健康度を表わすLPIは， 
1970年から2003年の33年間に約30%も低落しており，これは「人類史上
前例がない速さ」で自然生態系が減衰していることを意味するという 
(ibid.) 以下三生種それぞれについて重要と思われるポイントに焦点0
を絞ってごく簡単に見ておきたい。
陸生種も上記の33年間に同じく約30%低落した。しかしそれは地球全
体を平均してのことであって，実際には生物群系によって著しい差異が
あり，例えば熱帯種は55%も減少したのに対して，温帯種は比較的安定
している。それは熱帯種の自然生息地が1950年から1990年の聞に大規模
に農耕地や牧草地に転換されたためであり，特に東南アジア地域等にお
いては過去20年間にそうした農耕地転換が急激に進んでいる。 温帯種に
ついては1970年以前にすでに大幅な減少が生じているが，それもその時
期に同種の転換が行なわれていたために他ならない。そうしたことによ
る自然生息地の喪失は 温帯地域ですでに 60~70% にのぼっているのを
はじめとして，各生物群系で進行している (ibid.p. 6)。
海生種については，上記と同時期に25%以上低落したが，これも地球
全体の平均であって インド洋東南アジア海域南方洋では激減して 
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いるのに対して，太平洋，大西洋，北極海では相対的に安定している。
但し後者においても，タラ・マグロなど経済的な価値の高い魚種の減少
が続いている。また深刻なのは 地球上で最も生産性の高い生態系の 1
つであり海洋生態系の健康にとって重要なマングロープ林が，陸上熱帯
林の 2 倍の速度で失われていることであるが特に1990~2000年の聞に
アジアのマングロープ林の 3分の l 南米に至ってはその半分近くが消
失してしまったという (ibid.p. 8)。
淡水生種についても同期間に地球平均で約30%低落したが，鳥類が比
較的安定していたのに対して他の種は平均して50%という激減ぶりで
あった。この背景には，自然生息地の喪失，過剰採取，外来種の侵入，
汚染の深刻化などとともに 河川系の破壊が進んでいることがある。特
に大きな河川系では世界のそれの半分以上で，産業用・家庭用の水供給
や濯瓶・発電などのために，分断され改修や流路改造が進められ一一特
に早くから近代化・産業化が進んだヨーロッパ地域のその程度は甚しい
一一ており，それが多くの地域の淡水生態系に大きなダメージを与えて
いるという (ibid.pp. 10~13)。
三生種に関する第 6次LPRのこのような整理と分析は， 2001年に発足
し世界各国から1360余名の専門家の参加を得て進められてきたプロジェ
クト『国連ミレニアム生態系アセスメント』を典拠のーっとしているが，
『総合報告書j(Synthesis Report)をはじめ2005年に相次いで公表され
たその報告書類は 生物種の絶滅が自然状態の1000倍もの速度で進行し
ていることなど生態系破壊の激しさにあらためて警鐘を鳴らしている。
しかし環境省自然環境局生物多様性センターの「生物多様性情報システ
ムJが示す推計はさらに厳しいもので 生物種の絶滅速度は1600年~ 
1800年が年平均0.25種， 1800年~1960年が同 1 種であったのに対して， 
1960年~75年には同1000種 1975年以降は同 4万種にものぼっていると
いうのである。 
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(2) 一生物種の例外的な増勢
以上のように，蹟石落下や地殻変動などの場合を除いて地球史的に見
ても稀なほどの，いわんや人類が誕生して以降経験されたことが皆無な
ほどの，急激かっ大規模な生物種の絶滅が現在進行しているわけである。
ところが三生種の全般的な衰勢が進み，生物多様性や自然生態系の状態
が急速に悪化している中で，地球のほぼ全地域に分布している一つの生
物種だけが，しかも陸生のー脊椎動物種だけが，例外的な増勢を示し続
けている。後述との関係で，この生物種については1975年を基準年とし
その年の個体数値を 1とすると (2004年刊行の第 5次LPRによれば， 
1970年の数値を lとするLPTも1970年代半ばまではほぼ1のままであ
る3)ので，指数として両者の経時的な変化を比較することは十分可能で
あろう)，先述のように， 2003年値で見た場合，他の陸生の生物種がほ
ぼ0.7，海生のそれが0.75，淡水生のそれが0.7，それらを平均したLPI
が0.7と著しく低落してきているのに対して，この生物種のみは地球全
体として見た場合，全く逆に1.55と顕著に上昇している。つまりわずか 
28年間で他の種が全般的に約30%減少している中でこの種のみが55%も
増大しているわけであって，この生物種の増勢を他の諸生物種の衰勢と
はきわめて対照的である。さらに言えばそこには強い相関関係があるよ
うに思われるのである。
但しこの特定生物種の増大ペースは地球全域で一律一様というわけで
はなく，地域ごとに相当異なっている。いずれも概数で見ると， 7つの
地域区分=大地域のうち「アフリカjでは1975年の 4億1600万から2003
年の 8億4700万へと104%も増大しており，指数は2.040 r中東/中央ア
ジア」でも 1億8300万から 3億4700万へと90%も増大しており，指数は 
3 )第 5次LPR (WWF (2004)) p. 32によれば， LPIは1970年1.00，1971年1.00， 
1972年1.01，1973年1.01，1974年1.01，1975年1.01，1976年1.00，1977年 
0.99……となっている。 
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1.90 iアジア/太平洋Jでは22億4000万から34億8900万へと57%増加し
ており，指数では1.570 i中南米/カリブ海jでは 3億2200万から 5億 
3500万へと66%増加しており，指数は1.660 これらに対して「非EUヨー
ロツノ汁では 2億5800万から 2億7200万へとわずか6%の増加にとど
まっており，指数は1.060 iEUヨーロッパjでも 4億1700万から 4億 
5400万へとこれも 9%の増加にとどまって 指数は1.09。若干異なるの
は「北米Jであってそこでは 2億4300万から 3億2600万へと34%増加し
て，指数は1.34となっている。
つまりこの生物種は以上のように地域によって相当異なる増大率を示
しているわけであるが， しかし例えば「アフリカj等でこの生物種が著
しく増大しているこの時期に 先に見たとおり 他の陸生および海生の
諸生物種が熱帯や南方諸地域で著しく減少していること一一そしてこの
時期には比較的安定しているように見える温帯やヨーロッパ地域の諸生
物種も，いま注目している一生物種のそれら地域における増加が著し
かった先行の時期に大幅な減少が生じたらしいこと (WWF[2004J p. 
4)一一ーからみて，この生物種の例外的な増勢と他の諸生物種の急激な
衰勢との聞には，地域ごとに見た場合にも，やはり強い相関関係がある
ように思われる。
このようにこの生物種の増勢が，地球全体としても各地域で見ても，
他の諸生物種の全般的な衰勢と強い相関関係一一いわば負の相関関係-
ーにあるということは 具体的には それが他の諸生物種からそれらの
生存資源を奪い，生息地の占拠と破壊を進め，存続条件を悪化させてい
ることを示唆するであろう。
この例外的なしかも爆発的ともいいうる増勢を維持し続けている一生
物種とは，容易に推察されるであろうように，人類そのものに他ならな
い。表 lでは，イ欄に人類個体数=人口の実数値を，ウ欄に上述した地
球全体および各地域の1975年値を lとする指数値を，エ欄に両年の人口 
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が世界全体に占める割合ないし比重を それぞれ掲げてある。
だが人類と他の諸生物種との聞の上述のょっな負の相関関係は，たん
に個体数の増加か減少かというレベルの問題なのだろうか。そもそも人
類の，他の諸生物種さらには自然生態系に対する影響ないし負荷はどの
ように計測しうるのだろうか。
第2節 人類による生態系への「需要」とその「供給」カの増大 
( 1 ) 生態系「需要」量=EFの増大と地域的差異
脊椎動物種は先述のように各生態系の食物ピラミッドないし生態系ピ
ラミッドの上層に位置するが，どの生態系もその成立の基点には太陽光
をエネルギー源とする植物(従来「生産者jと称されている)の光合成
活動が存在し，この活動を通して水，二酸化炭素，諸無機物から有機物
が生成される。草食であろうと肉食であろうと雑食であろうと動物(1消
費者J) は究極的にはそれを源泉として生命活動を行ない体躯を形成・
維持する。そして枯死した植物や動物の排世物・遺骸は微生物 (1分解
者J)によって分解され水・二酸化炭素・諸無機物に還元されて，長短
の年月の経過の中でいずれまた植物の生命活動に取り込まれていく。生
態系はこのような生物たちの生命活動の循環的連鎖として成立している
のであって，この生態系循環の中ではおよそ「不要物」は存在せず，植
物→動物→微生物→……のそれぞれが必要物の「供給者J 1需要者Jと
して互いの生命活動を支えあっているし，またそのことによって循環が
滞りなく持続しえている。草食・肉食・雑食を問わずいかなる脊椎動物
であっても，その点に関しては全く同様であって，この生態系のいわば
循環則に内即し内在してこそその存在は持続可能なものとなる。
脊椎動物の中でも，しかし人類が他の諸生物種と大きく異なる点の一
つは， 1需要」する必要物が食だけでなく住・衣をはじめ多種多次元に
わたり，その様式も多彩になっていることであろう。したがってまたそ 
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こから排出される廃棄物等も多種かつ多量になることであろう。それで
も上述の循環則に内即し内在することが存続可能であるための必須不可
欠の要件である点は全く同様である。
狩猟採集・農耕牧畜の段階でも その要件を充足しえず崩壊し消滅す
るに至った社会経済は，四大河文明をはじめとして少なくない (Carter 
and Dale (1974J)。しかし生態系外資源に大規模に依存し始めた近・現
代の産業的な社会経済システムにとって 上記の要件の充足は格段に困
難さを増している。その社会経済が生態系にどれほどの負荷を及ぼして
いるか，どれほどの生態系能力を「需要」しているものであるかを計測
するために開発され改良が進められている「エコロジカル・フットプリ
ントj(EF)は，その困難さの度合を測り打開の方向を考える上で大変
示唆的であって，冒頭に触れたようにLPRが2000年刊行の第 3次版から
従来のデータに替えてそれを採用したのは至当であったと思われる4)。
第6次LPRではそのEFについて，開発・改良者M. ワケナゲルたち
の協力を得ながら，主として食・衣の「需要」に関わる「農耕地jr牧
草地j，木材・紙の「需要」や燃料の「需要jに関わる「森林地j，魚介
類の「需要Jに関わる「漁場」 その燃料から出るC02の吸収に必要な
森林の面積で測られる[化石燃料j，化石燃料に換算して前記と同様に
測られる「原子力発電J建物・道路など土地を覆って造られる「構築
物」といった需要項目を立て，それを「グローパルヘクタール (gha)j 
という地球平均の生産性をもっ仮想的な土地の面積単位で統一的に示し
ている。そしてそのEFの大きさが様々な地域や集団ごとにどのような
特徴を有し，またどのように経時的に変化しているかが，よく工夫され
た数多の図表類で巧みに表現されている (WWF(2006J特にpp. 13~18)。 
4) EFについては和田 (1995，1998，2001a，b，2004，2006)が有益である。工
藤 (2006c)も参照されたい。 
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それらから浮上するのは， LPIで象徴され代表される諸生物種の個体数
と人類の個体数=人口との間の地球的かっ地域的な負の相関関係は，前
節で触れたような直接的かつ単純比例的なものでは決してなさそうだと
いうことである。
すなわち，ある人間集団ないし社会経済の，生態系に対する負荷=生
態系「需要Jの大小を表わすEFは，②その集団=社会を構成する人間
個体数=1人口」だけでなく，⑥ l個体=1人当り平均的にどれほどの
財を消費するかその消費量，①その消費単位が生態系に対してどれほど
の負荷を加えるものであるか，という 3つの要因によって規定される 
(ibid.p. 16)。式で表現すれば，
ある社会のEF=②人口×⑥l人当り平均消費量×
①消費単位当りの平均EF度
となろう。しかも一般的には「所得」水準が高くなればなるほど，後二
者の規定性ないし比重，なかでも「化石燃料J関連のそれが，一層強まっ
ているようである 5)。したがって前節で見た 7つの地域区分=大地域に
関しても， 1所得j水準の高位，中位，低位のうちどのような国が多い
かによってその地域全体のEFも大きく規定されてくる。そのことは表 
lに示すような大掴みの数値からも確認できる。
表 1のオ欄はEF総量の キ欄は世界全体に占めるその割合ないし比
重の，ク欄は l人当り量のそれぞれ概数値を示している6)。
まず地球全体としての人類のEF総量は， 1975年の79.69億ghaから 
2003年の140.52億ghaへと76%増大しているが，これはこの間の世界全
体としての「所得J水準の上昇も反映して 先に見た同期間における人 
5 )工業先進諸国では「化石燃料」関連がEFの半ばを占めているし，その比重は 
p. 15) 1.p.(ibid.急速に増大している 
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表 1 地球と 7大地域
ア イ ウ .I. オ カ キ ク ケ コ サ 
LPI 人 口 E F 
生命 実数 区分毎 世界比 総量 区分毎 世界比 l人 区分毎 世界平 総量
惑星 (億人) 変化 (%) (億gha) 変化 (%) 当り 変化 均に対 (億gha)
指数 指数 指数 (gha) 指数 する指
数
地球全体 
0.7 
1 
63.02 
40.74 
1.55 
1 
100 
100 
140.52 
79.69 
1.76 
1 
100 
100 
2.23 
1.96 
1.14 
l 
l 
1 
112.17 
96.68 
アフリカ 
8.47 
4.16 
2.04 
l 
13 
10 
9.32 
4.67 
2.0 
l 
7 
6 
1.1 
1.12 
0.98 
1 
0.49 
0.57 
11.01 
9.32 
中東/中 3.47 1.9 6 7.63 1.54 5 2.2 0.8 0.99 3.47 
央アジア 1.83 4 4.96 1 6 2.7 1 1.38 1.52 
アジア/ 34.89 1.57 55 45.36 2.17 31 1.3 1.38 0.58 24.43 
太平洋 22.20 54 20.91 l 29 0.94 1 0.48 18.95 
中南米/ 5.35 1.66 8 10.7 2.01 8 2.0 1.21 0.90 28.9 
カリブ海 3.22 l 8 5.33 1 7 1.65 l 0.84 24.78 
非 E U 2. 72 1.06 4 10.34 0.94 7 3.8 0.88 1.7 12.52 
ヨー ロッパ 2.58 1 7 11.01 1 8 4.3 1 2.19 13.48 
E U 4.54 09 1. 7 21.81 1.43 16 4.8 1.31 2.15 10.0 
ヨーロツ l~ 4.17 l 10 15.27 1 17 3.66 1 1.87 9.17 
北 米 
3.26 
2.43 
1.34 
l 
5 
6 
30.61 
1 82 1.
1.82 
l 
22 
21 
9.4 
6.91 
1.36 
1 
4.21 
3.52 
18.56 
17.56 
(注)各欄とも下段が1975年の値，上段が2003年の値。ア，ウ，カ，ケ，シ，ソ欄は，各区分毎に， 1975
値と2003年値をそれぞれ100%とした場合の構成比。コ欄は，地球ないし世界全体としての両年の
したもの。
(出所)WWF (2006) pp.28-36の諸表から算出・作成。 
6 )諸数値は第 6次LPRの巻末表から算出したものであるが，同表では人口は10
万位まで掲げられている。またEF等については2003年の 1人当り数値で示さ
れているし， 1975年から2003年への変動も l人当りの変化率で表わされてい
る。 1975年の l人当り値，両年のEF等の総量値は，それらを基にした乗除計
算によって得たものである。その意味で近似値ないし概算値にすぎず合計す
ると若干の誤差が生じるが傾向の大掴みな理解は可能であろう。異なる問
題に焦点を当てた工藤 (2007，2008)も参照されたい。 
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の基底的位相
ン ス セ ソ タ チ ツ ア ト ナ 一 ヌ 
B C エコロジー収支 エコロジー的自立
区分毎 世界比 l人 区分毎 総量 l人 地域的自立度(%) 地球的自立度(%)
変化 
指数 
(%) 当り
(gha) 
変化
指数
サーオ
(億gha)
当り
セーク
(gha) 
自給率 
サ÷オ
自立度
A 
75BC 
対比
サ÷オ 
自立度
B 
03BC 
す対比
0.5サ
÷オ
自立度
C 
03FES 
対比
1.78 
÷ク
自立度
A' 
75FES 
対比
1.53 
÷ク 
自立度
B' 
03FES 
す対比 
0.89 
÷ク
自立度 
c' 
1.16 
1 
100 
100 
1.78 
2.37 
0.75 
l 
-28.35 
16.99 
-0.45 
0.41 
80 
121 
69 40 80 69 40 
1.18 
1 
10 
10 
1.3 
2.24 
0.58 
l 
1.7 
4.65 
0.2 
1.12 
118 
200 
100 59 162 139 81 
2.28 
l 
3 
2 
1.0 
0.8 
1.25 
l 
-4.16 
-3.44 
-1.2 
-1.9 
45 
31 
20 23 81 70 40 
1.29 
1 
22 
20 
0.7 
0.85 
0.82 
1 
-20.93 
-1.96 
0.6 
-0.09 
54 
91 
42 27 137 118 68 
1.17 
1 
26 
26 
5.4 
7.71 
0.7 
1 
18.2 
19.45 
3.4 
6.06 
270 
465 
231 135 89 77 45 
0.93 
l 
1 
14 
4.6 
5.2 
0.88 
l 
2.18 
2.47 
0.8 
0.9 
121 
122 
130 61 47 40 23 
1.09 
1 
9 
9 
2.2 
2.2 
l 
1 
-11.81 
-6.1 
-2.6 
-1.46 
46 
60 
42 23 37 32 19 
1.06 
l 
17 
18 
5. 7 
7.22 
0.79 
l 
-12.05 
O. 74 
-3.7 
0.31 
61 
105 
57 30 19 16 9 
年から2003年にかけての変化度合を指数で示したもの。エ，キ，ス楠は，地球ないし世界全体の1975年 
1人当り平均EF(1975年1.96gha，2003年2.23gha)をそれぞれ Iとして，各地域の大きさを指数的に示
類個体数=人口の増加率55%を20ポイント余りも上回っており， EF総
量を人口で除した 1人当り平均のEFも1.96ghaから2.23ghaへと 14%増
加している。
次いで各地域区分=大地域別に見ると， rアフリカ」では，そのEF総
量は1975年の4.67億ghaから9.32億ghaへと99%余り増大(その対世界
総EF比では 6%から 7%へと 1ポイント増加)しているが，これは同 
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期間中の人口が104%増加(その人口の対世界総人口比では10%から14%
へと 4ポイント増加)したのに較べてわずかながら下回っているし， 1 
人当りでも1.12ghaから1.1ghaへと 2%ほど減少している。「中東/中
央アジアjでは，総量が 4.96億ghaから7.63億ghaへと54%増大(対世
界比では 6%から 5%へと 1ポイント減少)したが，これは人口が90%
増加(対世界比では 4%から 6%へと 2ポイント増加)したのと較べて，
比率的には大きく下回っており， 1人当りでも2.7ghaから2.2ghaへと 
20%近くも減少している。「アジア/太平洋」では，総量が20.91億gha
から45.36億ghaへと 117%増大(対世界比では29%から31%へと増大)
しているが，これは人口の57%増加(対世界比では54%から55%へと 1
ポイント増加)を 2倍以上も上回っており， 1人当り EFも0.94ghaから 
1.3ghaへと38%も増大している。また「中南米/カリブ海」では，総
量が5.33億ghaから10.7億ghaへと101%増大(対世界比では 7%から 
8%へと増加)しているが，これも同期間の人口が66%増加(対世界比
では 8%のまま変わらず)したのを1.5倍以上上回っており， 1人当り 
EFも1.65ghaから2.0ghaへと21%増大している。
すなわち以上の 4大地域のうち前 2者では この間に人口はほぼ倍増
したのに対して， EF総量は「アフリカ」では100%弱増， I中東/中央
アジア」では50%強増にとどまっており， 1人当り EFではいずれも減
少しているが，後2者では，人口が約60%増であるのに対して， EF総
量がいずれも 100%も増大しており l人当り EFでも大きく増大してい
る。こうした差異はありながらも，これら 4大地域ではいずれも，その
総EFが世界総EFに占める比重がその人口が世界総人口に占める比重以
下であり， 1人当り EFも， 1975年値では「中東/中央アジア」を除く，
他の 3大地域で，また2003年値ではそれをも含む全地域で，地球全体と
して見た各年の世界平均値を下回って低水準にあるという点で共通して
いる。 
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しかし次の 3つの大地域の様相は，以上の 4大地域とは大きく異なる
と同時に，相互間でも小さからぬ差異がある。
まず「非EUヨーロッパ」では，先に見た通り同期間の人口増加率は
わずか 6%にとどまっている(対世界比では 7%から 4%へと 3ポイン
ト減少している)が，中東欧における「社会主義」体制とその解体の影
響もあってであろう， EF総量が11.01億ghaから 10.34億ghaへとわずか 
6%ながら，全7大地域のうちでただ一つ減少(対世界比では 8%から 
7%へと 1%減少)しており， 1人当りでも4.3ghaから3.8ghaへと 12%
減少している。それに対して IEUヨーロッパ」では，人口増加率は「非 
EUヨーロッパJに次いで低く 9%にとどまって(対世界比では10%か
ら7%へと 3ポイント低下)いながら，そのEFは15.27億ghaから21.81
億ghaへと43%，すなわち人口増加率の 5倍近くも増大(対世界比では 
19%から16%へと 3ポイント低下)しており， 1人当りでも3.66ghaか
ら4.8ghaへと31%増大している。だが3大地域の中でも最も特異なの
は「北米jである。その人口増加率は34%と「欧米Jの中では例外的に
高い(対世界比では 6%から 5%へと 1ポイント低下)が， EF総量は 
16.82億ghaから30.61億ghaへと83%すなわち例外的に高いその人口増
加率のさらに 2倍近くも増大(世界比では21%から22%へと 1ポイント
増大)しており， 1人当りでも6.91ghaから9.4ghaへと36%増大している。
すなわちこれら 3大地域では 人口の増加は先の 4大地域と較べて相
対的に低いのに対して， EFは一一一体制的転換を経験した国の多い「非 
EUヨーロッパ」を別として一一総量でも l人当りでも大きく増大して
いる。それらの総EFが世界総EFに占める比率はその人口が世界総人口
に占める比率を大きく上回っており (1非EUヨーロッパJで2倍弱， IEU 
ヨーロッパ」では 2倍強， 1北米」では 4倍強)， したがってまた l人当
り EFも地球全体として見た世界平均値を約 2 倍 ~4 倍も上回る高水準
にあり，しかも IEUヨーロッパ」および「北米jの両大地域では，い 
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ずれの上回り方もこの28年間にその度合が一層甚だしくなっている。
以上のことをより簡潔な仕方で確認するために，各大地域のEF総量
とl人当り EFの1975年値を 1として2003年のそれらを指数表示したの
がカ欄，ケ欄である。コ欄は1975年と2003年における地球全体の 1人当
り平均EF(1975年では1.96gha，2003年では2.23gha)をそれぞれ lと
して，各地域の 1人当り EFを指数表示しているが， I中東/中央アジ
アJにおける1975年 (1973年「石油戦略J=I石油危機jの直後)値を除
いて前 4大地域が全般的に世界平均以下となっている。後3地域との
「南北」格差が大きいことはこの位相においても明白であろう。 
(2) 生態系「供給」力=BCの変動と地域的差異
以上のように， 1975年から2003年の28年間に 7大地域のいずれにおい
ても人類個体数=人口が程度の差はあれ増加し 総EFは「非EUヨー
ロッパJを除く他の 6大地域全てにおいて大幅に増大した結果，先に見
たとおり地球全体としても総人口は増加し総EFはそれ以上の割合で増
大してきた。 EFは人間の側からの生態系に対する「需要jであるから，
それがこの間このように増大してきたとすれば 当然のことながら生態
系の「供給J力もそれに対応すべく増強を求められてきた筈である。そ
して現に増強されてきた。それを計測するのが生態系の生物生産力 
(Biocapacity : BC)であって，表 1のサ欄，セ欄がその実数値である。 
1975年から2003年の間のBCの変動を まず大地域別に確認しておこ
う。「アフリカJでは9.32億ghaから 11.01億ghaへと 18%増大(対世界
比では10%のまま変わらず)しているが，人口が激増したこともあって 
1人当たりでは2.24ghaから1.3ghaへと42%も減少している。「中東/
中央アジア」では，総BCは1.52億ghaから3.47億ghaへと128%も増大
(対世界比では 2%から 3%へと 1ポイント増大)し 1人当りでも0.8 
ghaから1.Oghaへと25%増大している。「アジア/太平洋Jでは，総BC 
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は18.95億ghaから24.43億ghaへと29%増大(対世界比では20%から22%
へと 2ポイント増大)しているが， 1人当りでは0.85ghaから0.7ghaへ
と18%減少している。「中南米/カリブ海」では，総BCは24.78億ghaか
ら28.9億ghaへと 17%増大(対世界比は 7大地域中最大で26%のまま)
しているが， 1人当りでは7.71ghaから5.4ghaへと30%も減少している。
「非EUヨーロツノリでは これも「社会主義J体制とその転換の影響
もあってであろう， 7大地域中ただ一つ，総BCが13.48億ghaから 12.52
億ghaへと 7%減少(対世界比では14%から11%へと 3ポイント減少)
し， 1人当りでも5.2ghaから4.6ghaへと 12%減少している。 iEUヨー
ロッパ」では，総BCは9.17億ghaから 10億ghaへと 9%増大している(対
世界比では 9%のまま)が， 1人当りでは両年とも2.2ghaと同じまま
である。「北米」では総BCは17.56億ghaから18.56億ghaへと 6%増大
(対世界比では18%から 17%へと 1ポイント減少)しているが， 1人当
りでは7.22ghaから5.7ghaへと21%減少している。これら 7大地域の総
計として地球全体の総BCは96.68億ghaから112.17億ghaへと 16%増大
したが，人類 l人当り BCは2.37ghaから1.78ghaへと25%減少している。
以上のBC変動について，簡潔な仕方で確認するために各大地域と地
球全体の総BCおよび 1人当り BCの1975年値を 1として指数表示したの
が，シ欄およびソ欄である。各行の各指数欄を水平に辿ることで上述し
てきたことの要点は一層鮮明になろう。まず地球全体のBC総量の増大
は人口やEFのそれよりもはるかに低く， 1人当りでは減少さえしてい
る。同じことは一一「中東/中央アジアJでBCが総量と 1人当りでと
もに増大し， iEUヨーロッパ」で総BCと人口が同率で増加し l人当り 
BCが同じままである以外は，他の一一5つの大地域についても妥当す
る。これらは全体として 人口増加とそれを上回る速度で進むEF増大
とに牽引されてBCが相当の無理を伴いながら増強されている，あるい
は人類の生態系「需要Jの全般的急増が生態系「供給J力の増強を促迫 
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し牽引している，という事態を示唆してはいないだろうか。
そもそもBCは， I農地JI森林地JI牧草地jなどの諸「土地カテゴリー」
について，各地域固有の土地生産性を地球平均のそれに換算するための
「収量係数 (YieldFactor) Jや，異なるカテゴリー聞の生産性差の調
整のための「等価係数 (EquivalenceFactor) J (ちなみに第 6次LPRで
はこの「等価係数」は「優良農地J2.21，I限界農地J1.79，I森林地J 
1.34などとなっている。 ibid. p.38)などを用いることによって，地球
平均の生産性を有する仮想的な土地面積単位ghaで、計測し表現しようと
するものである。そのBCがEFの増大に促迫・牽引されて増強されると
いうのは基本的にはどのようなことを指すのであろうか。それは例えば
①農地に化学肥料や農薬を多投して人為的・短期的に収量を増大するこ
とによる場合もありえようし，③上記の「等価係数」が1.34の「森林地J
を伐採・開墾してそれが2.21の「優良農地Jに転換することによる場合
などもありえよう。さらにまた⑪特定の「裕福なJ地域のEF増大への
対応がその地域自身のBC増強では間に合わないようであれば，他の「貧
しいj地域のBCによって代替したりその一層の増強を迫りそれによっ
て補填しようとする場合ももちろんありえよう。
だがこのような仕方によるBC増強は，仮に当面の「需要J増大に対
応した「供給」増大をもたらしうるとしても 必ずしも持続可能である
とは言えないかもしれない。例えば①は土壌の全般的劣化をもたらすと
同時に収穫対象以外の他の諸生命・生物を駆逐・殺傷し生物多様性を損
うことになりうるし @も森林という多種多様な生命・生物の生息地を
破壊し剥奪することそのものでありうるのであって，もしそうであれば
①@いずれも人類の「需要J増大への対応が自然の生態系や諸生命・生
物の存続と対立・相克の関係となることを意味しよう。さらに⑪につい
ては，国際自由貿易体制に促されて，相対的に「裕福なj地域が自ら大
きなBCを有しながらも禰増す「需要Jを充足するためにその貨幣経済 
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的力や政治力を用いて，他の相対的に「貧しいj地域から生存に不可欠
なBCを買い取り移転する場合もありえよう。もしそうであるとすれば，
それは地域聞に深刻な対立・相克の関係が成立していることを意味しょ
つ。 
EFとBCの差すなわち IBC-EFJを仮に「エコロジー収支jと呼ぶ
とすれば，表 1のタ欄はその値を示したもの(チ欄は 1人当りのそれ)
である。そこには上述の可能性が現実化しているのを読み取ることがで
きるかもしれない。すなわち第 lに，多くの地域でEF増大に促迫・牽
引されながら自然の生態系や諸生命・生物に相当の無理を強いつつBC
を増強しているであろうことは 「エコロジー収支Jが「黒字jであり
続けている地域 (1アフリカJ1中南米/カリブ海J1非EUヨーロツノリ)
の「黒字j幅が大きく縮小し，元来「赤字Jであった地域 (1中東・中
央アジアJIアジア/太平洋JIEUヨーロツノリ)の「赤字J幅が拡大し，
かつて「黒字」であった地域 (1北米J)が大幅な「赤字」に転じ，といっ
たように全ての大地域におけるこの間の同方向の変様ぶりにも見てとる
ことができょう。
また第 2にこの欄は， 1人当り BCが世界平均の3.2倍もある全 7大地
域中最大の「北米」や，それが1.2倍以上ある IEUヨーロッパjに向け
て， 1人当り EFが世界平均の 4倍ないし 2倍以上にものぼるがゆえに
大幅な「赤字」となっているこれら両大地域の生態系「需要」を充足す
るために， 1人当り BCが世界平均の 7割強しかないにもかかわらず 1
人当り EFが世界平均の 2分の l以下という低さのために「エコロジー
収支」が「黒字」となっている「アフリカjや，その豊かなBCを全て
白地域で用いたとすればきわめて大きな l人当り数値にもなりうるEF
が実際には世界平均以下に抑えられているために「エコロジー収支」が
大幅な「黒字Jになっている「中南米/カリブ海」などから，それぞれ
の「黒字j分が大量に移転されていることを示していよう。 
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第 1の方は各地域における人間一自然関係が 第2の方は地域聞にお
ける同時代の人間相互関係が 基底的位相においてそれぞれ対立・相克
的関係になってしまっていることを具体的に物語っているのではあるま
いか。 
(3) r赤字jに内包されたもう一つの関係
このようにBCが，禰増すEFに促迫・牽引されて増強されることは，
当該地域の生態系・生物多様性の損壊や，同時代の他地域の人々や自然
の犠牲を招来しうるし， Iエコロジー収支jの「黒字」縮小， I赤字j拡
大は，そうした可能性の現実化を示していよう。だがこうした全般的な
「赤字」化趨勢には，実はさらにもう一つ一一つまり第 3の一一重要な
問題が含まれているように思われる。それは 以上の事態には諸生命・
生物や生態系の自然な再生(産)条件を超えた過剰な採取・収奪が随伴
するであろうことにかかわる。すなわち事柄の簡明化のために「木材生
産Jを例にとれば，樹木の自然な成長速度にあわせた成木伐採量である
限り円滑かつ永続的な再生(産)が保障されている森林を，増加する木
材「需要Jを充足するために当面の収量増大を図るべく，そうした自然
な成長=再生(産)速度を超えて過剰に伐採した場合どうなるだろうか。
同様の例は漁業をはじめとして他の多くの第一次的産業おける「生産」
について考えられよう。いずれの場合にも 当面する「需要Jが長期的
な存続のための必要不可欠な前提条件を破壊し喪失することによって充
足されるということからすれば，それは現在世代が将来諸世代との間で
対立・相克の関係になっていることに他なるまい。
表 1タ欄の「地球全体Jの「エコロジー収支jは諸地域におけるEF. 
BCバランスの総計を示しているが それが1975年の大「黒字」から2003
年の大幅な「赤字Jに転落しているということは， したがって一一上述
の第 1，第 2に加えて一一一第 3に，現存世代と将来諸世代という人類の 
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世代間関係も全般的に，この基底的位相において対立・相克の関係に
なってしまっていることを物語っているのではあるまいか。
第 3節人間的達成と対EF相関 
(1) HDIの3つの次元
人類の生態系「需要J=EFが急増し，それに促迫・牽引されながら
人類にとっての生態系「供給j力=BCが先述のような仕方で増強され
てきたのだとして，ではそうしたことによって，人類は一体どにような
成果をあげたのだろうか。そのような人間的成果ないし達成を測ろうと
する一つの指標が「人間開発指数J(Human Development Index : HDI) 
に他ならない。
「人間開発」という概念は，国連開発計画 (UNDP) をはじめいわゆ
る途上諸国の開発・発展問題に取り組む国際諸機関によって提起され，
現在ででは開発・発展協力のあり方を考える上で主導的な理念のーっと
なっているものといえようにしかしこの概念は，同時に，従来長く
財・サービス生産や貨幣的所得の増大，市場経済と資本蓄積の拡大と
いった物的経済成長に焦点を絞ってきたことによって諸種の弊害を生ん
できたいわゆる先進諸国・地域の社会経済のあり方を反省し，より大き
な視野で包括的に考え直すための契機にもなってきた。すなわちそれは
南北諸国・地域全体に対して 人間にとって「開発・発展」とは本来何
であるのか，またあるべきかを，改めて問い直し捉え直すことを要請す
るものとなったのである。 1990年に刊行された『人間開発報告書』第 1
号は，巻頭でそのことについて次のように記している。
「この報告書は人びとを主題とするもの一一そしていかに開発が人
びとの選択を拡大しているかを主題とするものである。開発とは， 
7)西川 (2000J288頁。以下主に同書第12章を参照。 
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GNPの成長や，所得や富，また財を生産したり資本を蓄積したりす
る以上のことを意味している。ある人が所得を得ていることは，彼の
人生の選択の一つであるかもしれない。だがそれは人間の生の営みの
全体を表現しているとはいえない。
人間開発は人びとの選択を拡大する過程である。これら多様な選択
の中で最も重要なものとしては， [1J長く健康な生活を送ること， 
[IJ教育を受けること， [1lIJ人間らしい生活を送るのに必要な資
源へのアクセス手段をもつこと がある。さらに政治的自由，人権の
保障，人格的自尊も重要な選択である。J8l
従来の開発・発展・成長は 専らGNPやGDPを指標として測定され
先導されてきたのに対して，それではこうした「人間開発Jはどのよう
な指標によって測定され先導されうるのだろうか，またされるべきなの
だろうか。 A.センのケイパビリティ論を基礎としてM.ハクたちに
よって創案された「人間開発指標jは， i人間の善き生活J(Well-being) 
すなわち人間的達成の在り様を探り前進させるのに役立つべき，そのよ
うな新たな指標作りを目指すものであった。それがその後も改良を加え
られながら，現在では上掲引用文中の [IJ ~ [lIJに焦点を絞って， 
[ 1 J出生時平均余命で測られる「長寿で健康な生活J，[IJ成人識字
率と初等・中等・高等教育の総就学率で測られる「知識と教育J，[lIJ 
それ以外の諸次元の代理変数として 1人当り GDPの対数値で測られる
「人間らしい生活水準jを， 3つの「次元指標J(Dimension 1ndicator) 
として算出されている。すなわち 3次元のそれぞれについて最低値と最
高値を選び i(実際値一最低値)/(最高値-最低値)Jを計算して各「次
元指数J(Dimension 1ndex)を出し，それらを単純平均して算出して 
8) UNDP (1990J Overview. p. l.訳文は西川 (2000J290頁を参考にした。傍点
と( J内挿入は引用者のものである。 
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いるのである。このうち第 Iの次元指数はおよそあらゆる生命・生物に
とって普遍的にポジテイブな意義を有する最も基礎的なWell-beingの次
元を，また第Eのそれは精神的・物質的・社会的な豊かさを発展させる
源泉となり力となる固有に人間的なWell-beingの次元を，さらに第Eの
それは本来それらを基礎としまた酒養しうるものであってこそ人間に
とって十全な意義を有する物的経済的なWell-beingの次元を，それぞれ
示すものと言いうるであろう。 
(2) HDIの対EF等関係と地域的特徴
このようなHDIの基礎となるデータ類は，その性格上，これまで主に
国単位で集計されているため， HDIそのものもこれまで主に国単位で算
出されてきている。ここではしたがって 前節まで見てきた 7つの大地
域から特徴的と思われる国をいくつか選んでそのHDIと1人当り EF等
)。9)関連はネ~フ欄HDI参照。2との関係を簡単に見ておきたい(表 
まず「アフリカ」には， HDIとl人当り EFおよびBCとが全般的に低
落してきた，いかにも「アフリカの悲劇・悲惨Jを象徴するかのような
国がいくつかある。例えばザンピアはそうした国の lっと思われるが， 
HDI，EF，BCがいずれも低下(それぞれ-7 %， -33%，-49%) し
ながらその「エコロジー収支jは依然「黒字jのままである。その「黒
字」は他の国・地域の過剰な生態系「需要jの充足に供されているので
あろうか。しかし他方で相対的に少ないEFの増大(十 3%)で大きな 
HDI上昇(十47%) を実現したモロッコ一一一しかもその第E次元=教育
指数が伸びればHDIはさらに上昇する可能性がある一一ーのような国もあ
れば， 1人当り EFをむしろ減少(-19%) させながらHDIを大きく上 
9)なおHDIの3つの「次元指数」については，第 6次LPRが対象としているの
と同じ2003年データが掲載されているUNDP(2005)に依拠した。 
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表 2 15ヶ国の
ア イ ウ 耳、 ノ J¥ ヒ フ オ カ ク ケ 
LPI 人口 人間開発的位相 E F 
生命 実数 区分 HDI 区分 総量 区分 1人 区分
惑星 (百万人) 毎変 3次元 毎変
(億gha) 毎変 当り 毎変
指数 化指 化指 化指 (gha) 化指
数 I E 皿 数 数 数
地球全体 0.7 6，301.5 1.55 140.52 1.76 2.23 1.14 l 4，073.7 l 79.69 1.96 
モロツコ 30.6 1.77 0.63 0.75 0.53 0.62 1.47 0.28 1.87 0.9 1.03 
17.3 1 0.43 l 0.15 1 0.87 1 
ア ジンバブウェ 12.9 2.1 0.50 0.20 0.78 0.53 0.93 0.12 2 0.9 0.9 
フ 6.2 1 0.54 1 0.06 1 l l 
10.1 1.91 0.43 0.51 0.39 0.47 1.55 0.12 1.5 1.2 0.81 
カ セネガル 5.3 l 0.31 l 0.08 l 1.48 1 
ザンピア 10.8 2.08 0.39 0.21 0.61 0.36 0.93 0.06 1.5 0.6 0.67 
5.2 1 0.42 1 0.04 1 0.9 1 
東中/央中ア ト Jレ コ 
71.3 1.71 0.75 0.73 0.82 0.70 1.27 1.5 1.9 2.1 1.11 
41.2 1 0.59 l o.79 1 1.9 l 
ン
ン ア 17.8 2.37 0.72 0.81 0.76 0.60 0.33 0.3 3 1.7 1.32 ア 7.5 l 0.54 1 0.1 1 1.27 1 
ア 日 本 
127.7 1.15 0.94 0.95 0.94 0.94 1.1 5.62 1.49 4.4 1.3 
ン 115.5 l 0.85 1 3.77 1 3.38 l 
ア 1，311.7 1.41 0.76 0.78 0.84 0.65 1.43 20.99 2.57 1.6 1.78 
太平洋/
中 国 927.8 1 0.53 l 8.16 1 0.9 l 
イ ン ド 1，065.5 1.72 0.60 0.64 0.61 0.56 1.46 8.52 1.99 0.8 1.14 620.7 1 0.41 l 4.28 1 0.7 l 
南中カリ ウルグァイ 
3.4 1.21 0.84 0.84 0.94 0.74 1.11 0.06 0.75 1.9 0.7 
2.8 l O. 76 l 0.08 l 2.71 1 
米/iブ毎 ボリビア 8.8 1.83 0.69 0.65 0.87 0.54 1.35 0.11 2.2 1.3 1.21 4.8 l 0.51 1 0.05 l 1.07 l 
非ヨロ 4.5 1.13 0.96 0.91 0.99 0.99 1.12 0.26 1.53 5.8 1.37E ツ ノルウェー 
UIノf 4 1 0.86 l 0.17 l 4.23 l 
ヨ オランダ 16.1 1.18 0.94 0.89 0.99 0.95 1.1 0.71 1.51 4.4 1.28 
E: 13. 7 l 0.86 1 0.47 l 3.44 1 Uロ 
59.5 1.07 0.94 0.89 0.99 0.94 1.11 3.33 1.43 5.6 1.337 イギリスノf 55.4 1 0.85 1 2 1 4.21 l 
北米 合州国 294 
1.34 0.94 0.87 0.97 0.99 1.09 28.22 1.84 9.6 1.38 
220.2 1 0.86 1 15.32 1 6.96 1 
(注)各欄の上下 2段の値，指数，構成比などについては表 1と同じ。
(出所)HDIの3次元の値はUNDP[2005Jに依拠。他は表 lと同様にWWF[2006Jより算出。 
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基底的位相
コ サ ン セ ソ タ チ ツ ア ト ナ 一 ヌ 
B C エコロジー収支 エコロジー的自立
世界 総量 区分 l人 区分 総量 1人 地域的自立度(%) 地球的自立度(%)
平均 (億gha) 毎変 当り 毎変 サオ 当り 自給率 75BC 03BC 03FES 75FES 03FES に対 化指 (gha) 化指 (億gha) セーク サ÷オ 対比
ヤす比
対比 対比
七す比する 数 数 (gha) サ÷オ 1.78 1.53指数 0.5サ ÷ク ÷ク 0.89 
÷オ ÷ク
自立度 自立度 自立度 自立度 自立度 自立度 
A B C A' B' C' 
1 112.17 1.16 1.78 0.75 -28.35 -0.45 80 69 40 80 69 40 
96.6811 2.3711 16.99 0.41 121 
0.4 0.24 1.2 0.8 0.69 -0.04 -0.1 86 71 43 198 170 99 
0.44 0.2 1 1.1611 0.05 0.29 133 
0.4 0.1 0.91 0.8 0.47 -0.02 -0.1 83 92 42 198 170 99 
0.51 0.1111 1.7 l 0.05 0.7 183 
0.54 0.09 0.81 0.9 0.44 -0.03 -0.3 75 92 38 148 128 74 
0.76 0.1111 2.2511 0.03 0.57 138 
0.30 0.37 1.06 3.4 0.51 0.31 2.8 617 583 308 297 255 148 
0.46 0.3511 6.7 l 0.31 5.8 875 
0.94 1.0 1.05 1.4 0.61 -0.5 -0.7 67 63 33 84 73 41 
0.97 0.9511 2.3 l 0.16 0.4 120 
0.76 0.14 1.56 0.8 0.64 -0.16 0.9 47 30 23 105 90 52 
0.65 0.0911 1.2511 -0.01 -0.04 90 
1.97 0.89 0.96 0.7 0.68 -4.73 -3.6 16 17 8 40 35 20 
1.72 0.9311 0.8311 -2.84 -2.55 25 
O. 72 10.49 1.37 0.8 l -10.59 -0.8 50 36 25 111 96 56 
0.46 7.6511 0.8 l -0.51 -0.1 94 
0.36 4.26 1.32 0.4 0.8 -4.26 -0.4 50 38 25 223 191 111 
0.36 3.2211 0.5 l -1.06 -0.2 75 
0.85 0.27 1.29 8.0 1.05 0.21 6.1 421 350 225 94 81 47 
1.22 0.2111 7.6211 0.13 4.91 281 
0.58 1.32 1.16 15. 0.63 1.21 13.7 1，154 1，035 600 137 118 68 
0.55 1.1411 23.8 l 1.09 22.73 2，224 
2.6 0.31 1.1 6.8 0.97 0.05 0.9 117 108 60 31 26 15 
1.9 0.2811 7.1111 0.11 2.78 156 
1.97 0.13 1.18 0.8 l -0.58 -3.6 18 15 9 40 35 20 
1.76 0.1111 0.8 l -0.36 一2.64 23 
2.51 0.95 1.1 1.6 1.06 -2.38 -4 29 26 14 32 27 16 
2.15 0.8611 1.5111 -1.47 -2.7 36 
4.3 13.82 1.06 4.7 0.8 -14.4 -4.8 49 46 24 19 16 9 
3.55 12.9411 5.8811 -2.38 -1.08 制 
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昇(+55%)させているセネガルのような国もある。
また「中東/中央アジア」でも， トルコが比較的少ないEF増加(+ 
11%)で大きなHDI上昇(+27%)を実現しているし，シリアのHDIは
第 I.第E次元指数の寄与度が高い代表例と言えるかもしれない。
「アジア/太平洋Jでは 近代化・産業化を進めている中国とインド
がともに第 I・第 E次元先行でHDIを大きく上昇させているが，対EF
の関係では若干様相が異なる。つまり中国はHDI上昇 (+43%)をはる
かに上回る比率で 1人当り EFを増大(+78%)させているのに対して，
インドはHDI上昇 (+46%)をはるかに下回る比率でしか l人当り EF
は増えていない (+14%)0しかしともに人口超大国であり EF総量の増
大ぶりは著しい。
「中南米/カリブ海Jでは，ボリビアが相対的に少ないEF増大(+ 
21%)で高いHDI上昇(+35%)を実現しているし，ウルグアイに至っ
てはEFを総量でも 1人当りでも縮小(それぞれ-25%，-30%) しな
がら高いHDI上昇(+11%)を実現しており，しかも両国とも第E次元
指数の寄与度が高いのが特徴である。そして両国の「エコロジー収支」
は元々「黒字Jであったが，この間その「黒字jは総量でさらに増大し
ている。しかしこれも他の国・地域の過剰な生態系「需要」の充足に供
されているのであろうか。
「非EUヨーロッパjでは HDIでノルウェーが世界第 1位の0.96とい
う超高位に位置しているが，第 E・第皿次元指数の方が寄与度が高く， 
l人当り EFもきわめて大きくなっている。その結果 人口に比してBC
が豊かだったがゆえの「エコロジー収支jの「黒字」も急減している。 
iEUヨーロッパJでは，オランダ，イギリスの高いHDIで寄与度が最
大なのは第E次元指数であるが，それらのEF増大率(それぞれ+28%，
十33%)はHDI上昇率(それぞれ+10%，+11%)よりもはるかに大き
く，いずれも「エコロジー収支Jの「赤字J幅は拡大し，他の国や地域 
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の「エコロジー収支」の「黒字」などに大きく依存することになっている。
そして最後に「北米」では，アメリカ合州国の高いHDIで寄与度が最
大なのは第皿次元=GDP指数であり，ここでもEFの増大率(総量で+ 
84%， 1人当りで+38%)はHDI上昇率(+9 %)を大きくしのぎ， 1975 
年でも豊かなBCを有しながら 世界最大の 1人当り EFであったがため
に「赤字」であった「エコロジー収支」は，この間さらにその「赤字J
幅を拡大させている。 
(3) HDI・EF相関の変動の諸相 
HDIとその対EF等関係は以上のように変化してきているが， 1975年
から2003年の聞の変動の様相をより明確にするため視覚化したものが図 
1である。
横軸のHDIについて0.8の位置に垂直の点線をヲ|いているのは， 
UNDPではHDIが0.8以上の諸国を「人間開発高位国J，0.8未満 ~0.5以
上の諸国を同「中位国J，0.5未満の諸国を同「低位国Jに分類しており，
「高位Jに入ることが「望ましい」と想定されていることを反映してい
る。また縦軸の l人当り EFについて 12.37Jと 11.78Jの位置に水平
の点線を引いているのは，表 lと表 2のセ欄で見られるように，地球の
全生物生産力 (BC)を全ての人類が平等に分かち合い公平に享受する
とすれば， 1975年でいえばその年の地球総BCを同年の総人口41億弱で
除して得られる値 12.37ghaJが，また2003年でいえばその年の地球総 
BCを同年の総人口63億強で除して得られる値 11.78ghaJが，それぞれ，
リースとワケナゲルが称するところの「地球の公正割当面積」ないし「公
平な地球持ち分J(Fair Earthshare: FES)となることを示している。
したがってそれら垂直・水平の両点線で固まれた右下隅の方形(右上か
ら左下に向けて斜線の引かれた領域)内が，人間開発論的な側面からも，
公平な生物生産力享受ないし自然負荷という側面からも， 1望ましい」 
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図 1 15ヶ国のHDI・EF相関の変動と 4種のベクトル
10 E 
F 
9gha 
人 
/ 
8 
7 
ノルウェー 
6 
5 
o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 
HDI 
(注)矢印は， 1975年から2003年までの各国の変動の方向と大きさを表す。つまり
矢印の起点は1975年のHDIとI人当り EFの値の交点，矢印の先端は2003年の
それを，それぞれ示している。横軸のHDIO.8の位置にある垂直の点線，縦軸
のEF2.37，1.78，0.89の位置にある水平の点線については本文を参照された
しミ。
(出所)表2をもとに作成。
領域であるということができるかもしれない (ibid.p. 19)。そしてその
領域は， 1975年から2003年の聞に， FESが2.37ghaから1.78ghaに低下
したことによって，約25%面積が縮小し狭くなってしまっている。
いま仮に各国の政治状況や社会体制などの如何は措いて，この「望ま
しいJ領域との位置関係という視点から各国の変化の様相を見るとすれ 
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ば，ベクトルの違いからおおよそ次の 4つのグループに分類できるよう
に思われる。第 1(1ベクトル 1Jグループ)は，矢印の起点である1975
年ですでに人間開発が「高位」に在りながら，この28年間にさらにHDI
を伸ばし(いずれもHDIが0.9以上といういわば「超高位」域に入って
いる)，しかしそれ以上のベースで 1人当り EFを増大させている合州国，
イギリス，ノルウェー，日本，オランダといった国々である。第 2(1ベ
クトル 2Jグループ)は，人間開発の「低位」または「中位」から出発
してHDIを大きく伸ばしながら 1人当り EFの増大はそれに比べて相対
的に小さなものに留まっているトルコ，シリア，中国，ボリビア，モ
ロッコ，インドといった国々であって，これらは前記の「望ましいJ領
域に接近しているといえるかもしれない(但しこのうちトルコは1975年
にはそのEFがFES内に納まっていたものの， 2003年には超えてしまっ
ているし，シリアや中国もこのままの趨勢ではFESを超えていきそうで
ある)。第3 (1ベクトル3Jグループ)は， HDIを一一中位から高位に，
。。
あるいはなお低位のままでありながらも一一相当程度上昇させながら， 
1人当り EFについてはむしろ低減させているウルグアイやセネガルと
いった国々であって，これらはいずれも第 2の国々とは異なる角度で
「望ましいJ領域の方向に向かっているようである。第 4 (1ベクトル 
4Jグループ)は，この間HDIが低下していると同時に l人当り EFも
減少しているジンパブウェ，ザンピアのような国々であって，これらは
第 1や第 2とは全く正反対のベクトルで前記の領域から遠ざかってし
まっている。
諸国のHDI.EF相関の変動のベクトルは以上のように大きく 4種に
分類できるように思われる。そしてそれらは一見したところ，あるいは
また諸国各々としても，相互に独立した変化であり，個々別々の動きで
あるように見なされるかもしれない。だが果たしてそうなのだろうか。 
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第 4節 基底的位相における「関係の絶対性」と「自立」
三相の「関係の絶対性」) (1 
先にも触れたが，表 lおよび表 2のオ，カ，サ，シ，タの各欄に示さ
れている通り，この28年間に「地球全体JのEF総量は1.76倍にも増大
したのに対してBC総量は1.16倍増に留まった結果， Iエコロジー収支J
は大きな「黒字Jから大幅な「赤字」に転落してしまっている。これは
もちろん諸国，諸地域それぞれにおけるEF，BCおよび「エコロジー収
支jがこの間に様々な程度で増減してきたことの総和でありその総括的
な結果に他ならないが地球が全体としてこのように大幅な「赤字」に
陥っているということには，前述した次の三相の事態の現在が再確認さ
れるべきであろう。
第 1に，人類の現存世代の「需要Jが総体として地球生態系の「供給J
力を大幅に超過してしまっているということは 自然生態系が有する限
りある能力を現存世代の「需要」充足のために過剰に使用し酷使・搾取
していることであり 自然生態系の再生(産)能力を長期的に減衰させて
いることに他ならない。それはとりもなおさず将来諸世代の生存要件・
活動条件を最も基底的な次元において侵蝕し掘り崩してしまっているこ
とを意味しよう。ここには 人類の現存世代が 自然生態系内存在とい
う最も基底的な位相において将来諸世代と対立・相克・敵対の関係に
立ってしまっていること 基底的位相におけるまさにそのような「関係
の絶対性jが表出されていよう。
第2に，しかし地球全体としての「エコロジー収支」がこのように「黒
字」から大幅な「赤字」に転落する過程には 地球の諸地域間・諸国間
における経済的・政治的・軍事的等の論理を介した 地域的・一国的な
「黒字JI赤字Jの相互補填・補完・移転・争奪の過程が先行ないし並
行しているのではあるまいか。そのことは表 l 表2の諸データの比較 
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対照とくに諸指数のそれからも読み取れようが なによりも図 lの諸ベ
クトルの対比から一層鮮かに浮上するように思われる。すなわち「地球
全体」の「エコロジー収支Jがこの28年間に大きな「黒字Jから大幅「赤
字」に転じ，したがってまたFESも2.37ghaから1.78ghaへと約25%も
低下している中で，合州国を始めとする第 lグループの「先進諸国Jが
相対的にわずかなHDI上昇を実現するために 1人当り EFを相対的に大
きく増大させることができている(フ，ケ両欄の指数の対照からも明ら
かなように，例えば合州国はHDIを約 9%上昇させるために l人当り 
EFを約38%も増大させている)のは，インドをはじめとする第 2グルー
プの「途上諸国」が相対的に大きなHDI上昇を実現しながら 1人当り EF
を相対的にわずかしか増大させていない(例えばインドは先に確認した
通り HDIを約46%上昇させるために 1人当り EFはわずか約14%増で済
ませている)ことや，セネガルなど第3グループの「途上諸国Jが相対
的に大きなHDI上昇を実現しながら l人当り EFをむしろ減少させてい
る(例えばセネガルはHDIを約55%上昇させながら 1人当り EFは約19%
低下させている)こと，さらにザンピアなど第 4グループの「途上諸国」
がその高くないHDIのさらなる低下とその大きくはない 1人当り EFの
さらなる縮小とを同時進行させている(例えばザンピアではHDIの約 
7%の低下と l人当り EFの約33%縮小が同時進行している)ことと，
果たして無関係でありえるだろうか。くり返すように，限りある地球の
自然生態系能力の中で，否すでにその再生(産)能力=永続可能な能力の
限界を超えてしまっている中で，それを利用する他ない全人類のうち，
特定の集団がそれを過剰に利用しうる(その能力のうちの相対的に大き
な割合を占有しうる)ためには，他の諸集団がそれを過少にしか利用し
ないかできない(その能力のうちの相対的に小さな割合しか享受しない
かできない)ということがなければならない筈である。政治，経済，社
会，軍事等の表層的諸次元では，それぞれ独自の合理的・合法的な論理 
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に媒介されているのだとしても，あるいはまた例えば後者の諸集団聞や
それらの内部で，人種的・民族的・宗教的等々の紛争や困乱が「停滞J
の直接的原因のように見える一一あるいは事実そうである一ーとしても，
第 lグループによる生態系能力の過剰占有とその他の諸グループによる
過少占有との聞には，より深層的次元における必然的な因果関係が客観
的には成立してしまっている。「ベクトル 1Jの右肩急角度の上昇と，
「ベクトル 2Jの上昇の低角度や「ベクトル3JIベクトル4Jの下降
との間には，因果的な規定関係が絶対的に存在してしまっている。すな
わちここには現存世代の特定集団が，自然生態系内存在という最も基底
的な存在位相において，現存世代の他の人類諸集団と対立・相克・敵対
の関係に立ってしまっていること 基底的位相におけるまさにそのよう
な「関係の絶対性Jが表出されていよう。
さらに第 3に，表 1表 2のオ，カ，サ，シ，ソの各欄から明らかな通
り， 1975年から2003年の聞に地球全体において，そしてそれを構成する
諸地域・諸国の大部分において， EFが急増したのに促迫・牽引されて 
BCもその限界まで増強させられてきた(くり返すように地球全体の総 
EFがこの間76%も急増したのに促迫されて総BCは16%増大してきた)
ということ，あるいはむしろその限界を超えて増強させられてきた結果
「エコロジー収支Jが大幅な「赤字Jになっているということは，地球
の自然生態系の能力が人類の「需要J充足のために極度に集中され特化
され専用化されてきたことに他ならない。そしてそのことは，人類以外
の諸多の生命・生物にとってそれらそれぞれに固有の生存要件や活動条
件が剥奪され必要不可欠な生息環境が破壊されたことを意味しうる。そ
れがたんなる可能性ではなく現実のものになっていることは，既述の通
り， 1975年以降生物種の絶滅速度が年間 4万種にものぼり生物種多様性
が激減していること そしてLPIがわずか28年間で約30%も低下してい
ることで明らかであろう。ここには人類一一一の特定集団一ーが自然生態 
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系内存在という最も基底的位相において他の数多の生命・生物と対立・
相克・敵対の関係に立ってしまっていること，基底的位相におけるまさ
にそのような「関係の絶対性」が表出されていよう。
以上のような三相の対立・相克・敵対の関係が，基底的位相において
「関係の絶対性Jとして成立してしまっているのだとすれば，それはし
かしどのようにして打開し転換していきうるのだろうか。それを探るた
めに，探る意志を起動するために叱ここでは差し当りまず最初の試み
として，その対立・相克・敵対的関係の度合，つまり特定集団が他者
(将来世代，現存世代の他の人類諸集団，人類以外の諸他の生命・生
物)に従属・犠牲を強いその実アンフェアなまでに依存してしまってい
る度合，裏返せばその特定集団のこの基底的位相における「自立Jの度
合を，ここまでに既出のデータを用いて測定してみたい。 
(2) 地域的自立性
しかし一口に「自立」と言いその度合の測定を試みると言っても，本
稿でここまで検討してきたことを踏まえると，いくつかの考え方，測り
方がありうる。
第 1節来見てきた「アフリカJ ~ 1北米」という 7つの地域区分=大
地域が自然的・地理的・生態系的差異に規定されたものであるのに対し
て，第 3節でデータ上の便宜から見てきた国単位の区分は人為的・政治
的・歴史的な規定性をより大きく帯びたものといえよう。しかし後者の
区分においても，生物である人間集団の当該単位 (1国民J) とその基盤
をなす自然的・地理的・生態系的地域 (1国土J) との間でどのような関 
10)生態系崩壊への深い危機意識から自然・社会・人文の諸科学区分を超えた協
働の緊要性を説かれる生物学の泰斗(小原 (2005))に倣えば， I情緒J I情動」
を含む「新しい知」の探究を起動するために と言うほうが相応しいかもし
れない。 
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係が形成されているかは，同様に重要な位相であろう。表 1のツ~トの
各欄では 7つの大地域ごとに 表2のツ~トの各欄では先に見た15の国
ごとに，それぞれの地域における人間集団と自然生態系との「需給」 
(EF.BC)関係を軸に「自立J度を考えようとするものである。
ツ欄は，当該地域の人間集団の「需要」が当該地域内の生態系「供給」
力によってどれほど充足されているかという，いわば地域毎の「自給率J
を示している。表 lに明らかな通り「中東/中央アジア」を除いて他の 
6つの大地域ではいずれもこの間に「自給率jは低下しているが， Iア
フリカJI中南米/カリブ海JI非EUヨーロッパJの3大地域ではなお 
100%を超えており この数値で見る限りは完全「自給Jを達成してい
るということになるかもしれない。表2の国単位で見た場合，ザンピア
とウルグアイ，ボリビア，ノルウェーが依然[自給率Jが100%を大き
く超えているが， HDIの値やその変動方向から考えて，その意義はそれ
ら諸国の間で全く異なっていよう。しかしこの値が100%であるという
ことは，その地域の現存世代集団が自らの「需要」充足のためにその地
域の自然生態系能力を限界まで専用しているということでもありうる。
もし仮にそうだとすれば，それは既述のように諸他の生命・生物の生
息・存続条件を，ひいては将来諸世代の生存条件をも危くしていること
に他ならない。したがって通常「自給率」として概念されることが多い
この「自立J度一一これを「自立度AJとするーーは，当該地域の現存
世代集団の存続のみに焦点が絞られ その「需要j充足のみが基準とさ
れているのである限り 諸他の生命・生物ひいては人類の将来諸世代と
いった他の諸存在の犠牲とそれらへのアンフェアな依存を伴いうること
からして，言葉の真の意味での「自立Jを測るものとは言い難いかもし
れない。
それに対してテ欄の「自立度BJは次のような考え方に基く。すなわ
ち既述の通り，また表 l表2のカ，シ各欄の「区分毎変化指数Jで一目 
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瞭然に示されている通り， 1975年から2003年までの28年間にほとんどの
大地域・諸国において 総EFの増大に牽引され促迫されるようにして
総BCが増強されてきたし，それらの総和的結果として地球全体でも，
この間総EFが76%増大したのに牽引・促迫されるようにして総BCが 
16%増強されてきた。しかもこの同じ過程において一一くり返し確認し
ているように一一一1970年を lとするLPIは， 1970年代半ばまで lないし
それ以上の値を保っていたのが， 1976年を最後に lを切り始め，この28
年間に約30%も低落してきたし 生物種全体としてもその絶滅速度がそ
れ以前の年間平均値を40倍も上回り 4万種にものぼってしまっている。
ここから示唆されるのは，総EFに牽引・促迫される形で増強され始め
る前の1975年の総BCを基準として，それを総EFが超えないことが諸他
の生命・生物，ひいては人類の将来諸世代を犠牲にすることのない， し
たがってまたそれらにアンフェアに依存することのない，特定の現存世
代集団のその意味での「自立jの度合を測る尺度たりうるのではないか，
ということである。もしもこのように考えることができるとすれば，サ
欄の1975年の各地域総BC値をオ欄の2003年の各地域総EF値で除する
「自立度BJは，諸他の生命・生物，ひいては人類の将来諸世代といっ
た他の諸存在への配慮を内包したものとして，言葉の真の意味での「自
立」を測るのにより相応しいと言えるかもしれない。この「自立度BJ
の値は， 7つの大地域で見た場合， I非EUヨーロッパJを除いて「自立
度AJより低いものの， IアフリカJ I中南米/カリブ海Jおよび「非EU
ヨーロッパjの3大地域でなお100%かそれを超えているし，国単位で
見た場合もザンピア，ウルグアイ，ボリビア，ノルウェーでなお100%
を超えている。
しかしこの「自立度BJの値が100%を超えているというだけで本当
に十分なのだろうか。おそらく否であろう。というのは，実はその1975
年には総EFが総BCよりもはるかに小さく，総BCは総EFに対して地球 
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全体でみて121%もあったからである。したがって諸他の存在への配慮
を内包すべき「自立度BJにおいては，仮にこの 1121%Jという数値
以上であることが「自立」の基準になるのだとすれば，それを充たしう
るのは当然減少して 7大地域では「中南米/カリブ海JI非EUヨー ロッ
パJ，国単位ではザンピア，ウルグアイ，ボリビアだけとなるし，そも
そも地球全体としてのその値は 169%Jと上記の基準の半分近くでしか
ないことになる。 
1100%Jの達成をもって真の「自立」と見なしうる基準は， したがっ
て諸他の生命・生物への配慮すなわちそれらの存続条件の確保を予め積
極的・明示的に組み込み済みの数値として示されるべきであろう。例え
ばUNCEDの中心理念「持続可能な開発Jを提起した「環境と開発に関
する世界委員会Jはそうした条件の確保について 当時生物種や生態系
の保護を主目的として管理されていたのは 地球の陸地の約 4%にすぎ
なかったが，自然生態系の代表的なものを含むようにするにはそれは少
なくとも 3倍つまり 12%以上に拡大される必要がある，と見積っていた 
(WCED [1987J p. 147. p. 166)。しかし多くの生態学者はこの 112%J
という値を過小であると見，生物多様性や生態系を真に保護し回復する
ためには，それをはるかに上回る面積が必要であると考えていたようで
ある。例えば代表的な野生生態学者によれば 1990年代初頭の状況から
すると，平均的な地域の約50%が原生自然のまま保護されるべきであり，
「ほとんどの地域は全面積の約25~75% を保護区の核心地域や緩衝地帯
として守る必要があるjとの診断であった (Chamberset al.[2000J p. 
65)。それ以降もLPIは低下し生物種の絶滅が続いていることからすれ
ば，求められる数値はその後さらに上昇しているとも推測されるが，そ
してまた上昇したその数値が科学的に明らかにされればもちろんそれに
従うこととして，差し当りここでは， 2003年の総BCの 150%Jを人類
の現存世代の専用状態から諸多の生命・生物と将来諸世代の存続基盤用 
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へと転じることによって一一あるいはむしろ特定の現存世代集団による
過剰な独占状態から解放・返還することによって一一前述のAB2種よ
りも真の「自立Jに一層近づきうるものと考え，その度合を測ろうと設
定したのが「自立度CJに他ならない。つまりこれは，各大地域・各国
の総BCの50%を予め諸多の生命・生物そして生態系の存続のために返
還することにした上で 残る総BCによってその地域の総EFがどれほど
充足しうるかを考え，それをもって真の「自立Jの度合一ーその度合が
低いということは，裏返せば，それを達成するのに必要とされる努力の
度合がそれだけ大きいということに他ならない一一ーを確認しようとする
ものである。これで見た場合 100%を超えているのは 7大地域のうち
「中南米/カリブ海」のみ，国別に見てもザンピア，ウルグアイ，ボリ
ピアの 3ヶ国のみとなる。この「自立度Jが50%を超えるのは残る 6大
地域中「アフリカJ I非EUヨーロッパ」のみで残る 4大地域は30%以下
に留まっている。国別で見ても残る12ヶ国中50%を超えるのはノル
ウェー l国のみで， 7ヶ国が30%以下に留まっており，日本とオランダ
に至っては10%にも届かない低さとなっている。
以上 7つの大地域および15の国家という特定の地域単位に即する形で
基底的位相における「自立Jを考えてきた。しかし「自立jについては
もう一つ別の視点から接近する考え方もありえよう。 
(3) 地球的自立性
地球が億年単位の時間経過の中で「生命惑星jとなりえたのは，そし
てまた億年単位の時間にわたって「生命惑星jであり続けえているのは，
銀河系，太陽系，月一地球間といった宇宙論的，惑星論的次元において
展開する諸々の循環(松井(l995a，2007J工藤 [2004a，2008 J )とと
もに，大気圏内における水や大気の循環，海洋における表層・深層間の
水循環，諸海洋をめぐる潮流循環，地下におけるマントル循環，陸地・ 
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海洋間の養分大循環(槌田 [1995J，室田 [1995，2001a，b，2003J)な
に地球上で不断に進行している諸々の循環に支えられてのことである。
先述の諸大地域，諸国における生態系やその循環は，またそれら諸地域
のBCも，そうした諸循環に支えられ包摂されその有機的な一環をなす
限りで成立し展開しえている。諸大地域や諸国の地域的な生態系とその
循環そしてBCは，決して「閉鎖系jとして単独に存在しているのでは
なく，それら諸循環，特には地球上でグローバルに進行している上記の
諸循環に内包され基礎づけられ自らもその有機的一環を構成しているこ
とで初めて存立しえている。このことを正当に視界に入れて重視すると
ころから，そして地球上の人類の生命・生存も普くその，恩恵を享受する
ことで成り立ちうるという基底的事実に着目するところから，先に第 3
節で触れた地球の総BCを総人口で除すことで得られる「地球の公正割
当面積J(Fair Earthshare : FES)という概念も本来は生まれた筈であ
る。現在までのところ全宇宙でただ一つしか存在しないとされている
「生命惑星Jのこの力の恩恵を公平・公正に分かち合い享受し合うよう
にすることこそ現代における「基本的人権jに相応しいとすれば，した
がってまた「自立jについてもこうしたグローバルな基底的位相におい
て考えられるべきだとすれば このFESがその一つの焦点となりえよう。
表 1表2のナ，ニ，ヌ各欄はそうした考えに基づいて測定を試みたもの
であるが，考察を三段階に分けた理由は前項と同様である。したがって
論述は簡潔に留めたい。
ナ欄は， 2003年の地球総BCをその総人口で除した2003年のFES 11.78 
ghaJと各大地域・各国の 1人当り EFとの比率によって「自立J度を測
ろうとしたもの (1自立度A'J)であるが，この基準で100%を超えてい
るのは， 7つの大地域のうち「アフリカJ 1アジア/太平洋jの2大地
域，国単位で見るとアフリカの 4ヶ国とシリア，中国，インド，ボリビ
アの計8ヶ国で，いずれも従来「途上国Jに分類されてきた諸国であっ 
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て， 1先進諸国jはこの基準では全て40%以下という低い「自立j状態
になっている。
しかし「自立度A'JのFESでは考察の枠外に置かれている諸他の生
命・生物や将来諸世代の存続条件に配慮するためには， LPIが 1であっ
た1975年の地球総BC内に現存世代人類の専用を留めるべきではないか
とする考え方もあるかもしれない。そう考えるとすれば，その1975年総 
BCを2003年総人口で除した値 (FES1.53gha)と2003年の l人当り EF
との比率を見るのが妥当ということになろう。それがニ欄の「自立度 
B 'Jに他ならない。当然ながら「自立度A'Jに比べて値は例外なく低
下しているが， 7大地域では「アフリカJ1アジア/太平洋」の 2大地
域が依然100%を超えているのに対して，国単位では100%を超えるのは
アフリカ 4ヶ国とインド ボリピアの計6ヶ国に減少している。
だが1975年にLPIがほぼ lでありえたのは，その時点における人類 1
人当り平均BC=FESが 12.37ghaJ(表 1，表2セ欄)と2003年よりも
相当大きかったのに対して，当時の 1人当り平均EFは 11.96ghaJ (同
ク欄)と2003年よりも相当小さかったことによっていよう。そうだとす
れば，諸多の生命・生物・生態系と将来諸世代の存続条件を確保するた
めに，多くの生態学者の所説に従って少なくとも総BCの50%を現存世
代人類の専用から解放し返還すべきということになりえよう。そう考え
て， 2003年FES (1.78gha)の 1/2と2003年の 1人当り EFとの比率に
よって「自立Jを測ろうとしたのがヌ欄の「自立度C 'Jである。ある
いは諸多の生命・生物・生態系や将来諸世代という他者の存続条件を配
慮しながら現存世代人類の存続を図ることが当自然なことなのだとすれ
ば，現代におけるFESには予め50%つまり 1/2条件が内含され踏まえ
られておく必要があろう。そうだとすればむしろ 11.78ghaJではなく
その 11/2Jつまり 10.89ghaJこそが現代において真に‘Fair'と言
いうる‘Earthshare'であり，真の「公正割当て面積J1公平な地球持ち 
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分」といいうるものであるかもしれない。このいわば「真FESJとの比
率で測る「自立度C'Jで見た場合， 100%を超えるのは大地域では皆無，
国単位でもザンピア，インドの 2ヶ国のみとなり， I先進諸国」は全て 
20%以下という低「自立J(裏返せば高「他者依存=他者犠牲J)状態，
合州国に至っては10%にも充たない超低「自立J(裏返せば超高「他者
依存=他者犠牲J)状態ということになってしまっている 11)。 
1) 	I先進国J特に合州国の 1人当り EF(表2ク欄)がいかに大きなものである
かを印象的に表現するために もしも全人類が合州国市民と同様の生活をす
る一一第 2次世界大戦後の「アメリカ化」から現代の「グローパル化jに至
るまで，あたかもそれが可能であるかのように，合州国的な社会経済システ
ムと生活=思考様式は全世界によって採用されるべき目標ないしモデルとさ
れてきたーーとした場合，地球が一体何個必要になるのだろうか，という設
聞がしばしば行なわれてきた。そして例えばく2003年のFES:地球 1個〉と 
く合州国市民 1人当り EF:必要となる地球x個〉とを対比する比例式<l.78 
(gha) : 1 (個)=9. 6 (gha) : x (個)>から， X今 5.4個という値を出し，その一一
緯度差・気温差によるエネルギー消費の多寡の勘案といったレベルをはるか
に超えた一一多さ=過剰消費ぶりによって人々を驚かせてきた(表2から明
らかなようにその個数はノルウェーについては3.3個，イギリスについては 
3.1個，日本とオランダについては2.5個となる)。しかしその際のFESには本
文で検討した通り，他者の存続条件への十分な配慮が欠落しており，それで
は地球は遠からずこれまでのような「生命惑星jではありえなくなってしま
う。もし上記のような個数計算を行なうのであれば，したがってこれまでの
ような「生命惑星」であり続けうる条件が保障された地球を単位として，そ
の何個分かという数値が算出される必要があるだろう。そしてそうだとすれ
ば:FESではなく本文で述べた「真FESJこそが用いられるべきであろう。そ
うすると上記の比例式はく0.89(gha) : 1 (個)=9. 6 (gha) : x (個)>となり， 
xキ10.8個となる。つまり全人類が合州国的な社会経済システムや生活=思
考様式を採用するとすれば，その時必要となる地球は5.4個ではなく，その倍
の10.8個ということになろう(ノルウェーその他についても同様に上記の倍
の，それぞれ6.6個， 6.2個， 5個が必要ということになる)。合州国をはじめ
とする現在の「先進国」の杜会経済システムや生活=思考様式は，この「生
命惑星J地球において果たして本当に一一現在もなお支配的想定となってい
るように 普遍的なモデルたりうるのだろうか，そうした疑問がこの基底
的位相における検討からあらためて大きく浮上してくるように思われる。 
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小括 エコロジー的「自立」に向けて
果てしなく膨張し続けている広大無辺な宇宙，そこで誕生し消滅して
ゆく無数の星々の中で，しかし現在までのところ「生命惑星」であるこ
とが判明しているのは先述のように地球ただ一つである。自己増殖する
分子から始まったとされる生命の歴史は 数十億年にわたって続けられ
てきた進化=分化 (diverse)の積み重ね(松井(l995b])によって，
数百万種とも数千万種ともいわれる多彩な生物種を擁する「生物多様性」 
(Biodiversity)を実現した。「生命」的輝きを増進し維持してきたこの
惑星におけるプロセスは，しかしながら現在その最後発の生物種によっ
て，逆転されようとしているかのようである。 
UNCSDが挙げた諸指標のうち本稿で検討してきたLPI，EF，BC， 
HDIはいずれも，人類の社会経済活動とその生活=思考様式が「生命惑
星Jの基底的位相においてどのような意味を有するかを考える際示唆的
なツールとなるように思われる。第 6次LPRに即しつつ試みてきた探索
の予備的作業を簡単にまとめてみよう。
前述のようにグローパルな諸循環に支えらえ内包されて存立している
生態系が，生命の進化=分化=多様化によって複雑性，安定性，生産性
を増し保ってきたとすれば，その中で「消費者jとしての動物，したがっ
てまた高次「消費者」としての脊椎動物も種数と個体数を全般的に増進
し維持してきた筈である。なんらかの環境変化によって特定種や個体数
が変動することはありえたとしても，絶滅種数が年平均 4万にも昇りそ
れを反映してLPIが30%も低落している1975年以降の「生命惑星Jの事
態は， したがってやはり異様であり一つの限界的=危機的状況にあると
言わざるをえまい。そしてもしその原因が，絶滅し激減していく大量の
種や個体たちにとって何かが対立・相克関係に立ち敵対的に増勢してい
ることにあるのだとすれば，ちょうどその同じ期間にただ一種だけ例外 
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的に個体数を爆発的に増加させてきた特定脊椎動物種二人類が，まさに
その「何かJである可能性が高いということになろう。
だが年平均 4万種の絶滅とLPI30%低落をもたらしているのは， 55% 
増という人類の個体数そのものでは必ずしもない。人類が総体として生
態系に加える負荷=1需要J=EFは この間に個体数増分よりはるかに
大きく 76%も増大してきた。この急増する「需要Jを充足すべく生態系
「供給」力=BCの増強一一すなわち人類の「需要」充足への特化=専
用的強化一ーを図りながら それでもなお大幅な「需給j不均衡を発生
させてきた過程にこそ，上記の限界的状況の原因がありそうである。
しかし「地球全体jとしてのこのような総体的過程は，より立ち入っ
て見てみると，実は人類諸集団関あるいは地域区分=大地域間，諸国間
等における因果比重の著しく不均衡な分布を伴っている。それは，例え
ば表 1のエ，キ，ス各欄における大地域毎の人口， EF，BCの世界比率
差，ク，コ，セ各欄における 1人当りのEFやBCの大きな格差，それら
の帰結・結果としてチ欄に示される，乏しきものつましきものの「黒字」
によって富めるもの賛なるものの「赤字jを救い補填しているかのよう
な人類諸集団関，大地域間における「エコロジー収支j分布の著しい不
均衡に見てとることができた。同様のことはそれらについて国毎に見た
表 2からも明らかであった。
しかもこのような収支分布の著しい不均衡が 人類諸集団関あるいは
大地域間，諸国間等で，経済的・政治的・軍事的その他の論理を介して
補填・調整されながら，そしてその過程で各区分・各国の諸地域生態系
の限界的=危機的状況をも生起させながら， 2003年現在のそれらの総体
的帰結として結果しているものこそが 上述した「地球全体jとしての
大幅な「需給j不均衡そのものであった。つまりそれは，人類が数多の
生命・生物を種の絶滅という危機的状況に追い遣るだけでなく，さらに
また生態系能力の享受における人類現存世代内での著しい不均衡化を進 
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めるだけでもなく，それらと同時に人類の現存世代がその将来諸世代の
存続可能性を危くしていることに他ならなかった。
人類の現存世代は，就中その特定集団は，自然諸循環=生態系循環内
存在という基底的位相において見た場合，以上の 3相の対立・相克の関
係に立ってしまっている。すなわちその集団に属する一一あるいは親切
であり良心的であり善意に富み高質の思想、を有しているかも知れない一
一人々は，このような 3種の他者との間で「絶対的な敵対の関係Jvこ立っ
てしまっている。基底的位相における客観的現実は，そうした集団と 3
種の他者との聞に，圧倒的な貨幣経済力・近代技術力・軍事力等によっ
て一一空間的および/または時間的に一一遠隔的な収奪・被収奪，支
配・被支配の関係が成立してしまっていることを示している。
そのような冷厳な「関係の絶対性」を数値として表したものこそ表 l
表2の「自立度CJ I自立度C/Jであるとすれば，それらは，上記集団
のその数値のあまりもの低さそれ自体によって，挑むべき真の「自立」
に向けての課題がいかに困難なものであるか，社会経済システムと生活
=思考様式との従来型延長では到底達成しえないそれだけに挑み甲斐の
ある課題で真の「自立Jがあるか，を物語っていよう。
最後に本稿で検討してきた諸指標に即しつつ，そうした課題に含まれ
ると思われるいくつかの論点を覚え書きしておきたい。
まずLPIの回復・上昇が有効かつ実効的に図られるためには， I生命
惑星Jを構成する諸地域区分=大地域 (Region)，諸国 (Nation)，諸
地域 (Localarea)それぞれの「生命J性が高まっていくこと，すなわ
ちそこでの自然諸循環=生態系循環が豊富化していくことが不可欠であ
り，したがってまたそれらを測定する一一LPIと同趣旨の一一例えば
「生命大地域指数J(Living Region Index : LRI) ，I生命国土指数J(Liv-
ing Nation Index : LNI) ，I生命地域指数J (Living Local Index : LLI) 
といったものが開拓されていく必要があろう。 
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次にEFについては，特定の人間集団の総EF=①集団を構成する個体
数×⑥ l人当り平均消費量×①消費単位当りの平均EF度，である以上，
「自立j度を高めるべく分母のEFの低下させるためには 3つの要因が
あることになる。すなわち①に関しては，高度大衆=大量消費社会化し
た巨大な 1人当り EFの諸国・諸地域では自然な「少子化」は回避ない
し阻止するよりも むしろそれを甘受しつつ そうした事態に相応しい
制度の再設計にこそ努力を傾注することが求められよう。また⑥②に関
しては，従来専ら消費の単位および様式の個別化や資源・エネルギー多
消費化=労働節約化が進められてきたのを逆転し， 1生態系への足跡」
が自らに割り当てられる「真FESJに納まるよう「足跡jのつけ方や質
を転換する必要があろう。
さらにBCに関しては 人類の需要充足に特化=専用化する仕方で増
強されてきたのを諸他の生命・生物用として大幅に自然に返還しつつ，
その結果面積的には大幅に縮小されることになる人類需要充足用の生態
系について，資源・エネルギーを多消費する従来型とは異なる様式で生
産性を高める必要があり ここでも自然諸循環=生態系循環を内在的に
豊富化するような労働様式が重要性を増してゆくことになろう。
そしてHDIについても，それを構成する 3つの次元のうち第 I次元お
よび第 E次元に一層力点が移り 例えば第E次元=1教育」の内容も自
然諸循環=生態系循環に内在的な社会経済システムの形成を志向し可能
にするものーーそのような労働を担いうる能力形成一一へと質的に転換
し，それがまた第 I次元=1健康長寿J=生活質の向上につながっていく
という，そのような内実を獲得していくことになろう∞。
以上からも明らかなように焦点の一つは労働の再生であろう。つまり 
12)広井編 (2008)における， I環境と福祉の統合」を模索する内外の具体的事例
に関する諸研究は，この点でも示唆に富んでいる。 
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市場経済内活動に専一化・一元化してきた「労働jを，自然諸循環=生
態系循環を豊富化しその中に社会経済システムを再内在化する諸活動へ
と解放し多元化していくことであろう 13)。そして個々人におけるそれを
政策的・制度的に促進しうる現実的な主体ないし単位の一つが国家主権
であるとすれば，その主権は，そうした政策・制度形成を通して「国民」
と「国土」の一一前述したCおよびCノの意味における一一「地域的自
立性J 1地球的自立性」を高めてゆく責務・責任を負っているであろう。
そのような労働の再生と主権の責務・責任とが果たされることを通して
初めて，図 1右下隅の最狭・最高目標(網掛けの領域)への方位確定と
接近 (1ベクトル 3J !)が可能になるにちがいない。そしてそれこそ
が新しい世紀の課題とされているエコロジー的「自立」への道であるよ
うに思われる。
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